
貸　　借　　対　　照　　表

（2021年３月３１日現在）

 （資 産 の 部） 円  （負 債 の 部） 円

1,254,540,434 流　　動　　負　　債 406,132,018

現 預 金 333,608,152 未 払 金 46,226,474

未 収 収 益 57,331,450 未 払 費 用 4,663,609

預 け 金 860,372,898 未 払 法 人 税 等 10,529,600

前 払 費 用 3,227,434 未 払 消 費 税 等 13,756,700

そ の 他 流 動 資 産 500 預 り 金 307,509,868

賞 与 引 当 金 23,445,767

79,640,072 固　　定　　負　　債 49,406,384

(16,142,512) 退 職 給 付 引 当 金 45,921,134

建 物 1,025,500 役 員 退 職 慰 労 引 当 金 3,485,250

建 物 付 属 設 備 6,444,157

工 具 器 具 備 品 8,332,855

建 設 仮 勘 定 340,000

(2,076,524) 455,538,402

電 話 加 入 権 9,524

ｿ ﾌ ﾄ ｳ ｴ ｱ 2,067,000  （純 資 産 の 部）

株　　主　　資　　本 878,642,104

(61,421,036) 資 本 金 100,000,000

繰 延 税 金 資 産 29,084,291 資 本 剰 余 金 90,000,000

敷 金 31,632,200 資 本 準 備 金 90,000,000

そ の 他 の 投 資 等 1,812,045 利 益 剰 余 金 688,642,104

貸 倒 引 当 金 △ 1,107,500 そ の 他 利 益 剰 余 金 688,642,104

繰 越 利 益 剰 余 金 688,642,104

878,642,104

1,334,180,506 1,334,180,506

金 　　    　 額

固　　定　　資　　産

　（有　形　固　定　資　産）

流　　動　　資　　産

計　算　書　類

科　　　　　　　目 金   　  　　 額 科　　　　　　　目

資 産 合 計 負 債 及 び 純 資 産 合 計

純 資 産 合 計

負 債 合 計　（無　形　固　定　資　産）

　（投　資　そ　の　他　資　産）



個 別 注 記 表

（重要な会計方針に関する注記）

 1.固定資産の減価償却の方法

有形固定資産の償却は1998年４月１日以降に取得した建物（建物付属設備を除く）並びに

2016年４月１日以降に取得した建物付属設備及び構築物は定額法を採用しております。

その他有形固定資産は定率法を採用しております。

 2.引当金の計上基準

賞与引当金・・・・・当期の負担すべき実際支給見込み額を計上しております。

役員退職慰労引当金・・・役員の退職慰労金に備えるため、役員報酬規定に基づく

 3.収益及び費用の計上基準

 4.消費税の会計処理

ただし、資産に係る控除対象外消費税等は発生事業年度の期間費用としております。

その他の控除対象外消費税等については、当事業年度の期間費用としております。

 5.阪急阪神ﾎｰﾙﾃﾞｨﾝｸﾞｽ株式会社を連結親法人とする連結納税制度の適用を

受けております。

 6.連結納税制度からグループ通算制度への移行に係る税効果会計の適用

当社は、「所得税法等の一部を改正する法律」（令和２年法律第8号）において創設されたグループ通算

制度への移行及びグループ通算制度への移行にあわせて単体納税制度の見直しが行われた項目に

ついては、「連結納税制度からグループ通算制度への移行に係る税効果会計の適用に関する取扱い」

（実務対応報告第39号 2020年３月31日）第3項の取扱いにより、「税効果会計に係る会計基準の適用指針」

（企業会計基準適用指針第28号 2018年２月16日）第44項の定めを適用せず、繰延税金資産及び繰延税

金負債の額について、改正前の税法の規定に基づいております。

売上高は当社における契約成立確認を完了した事業年度に計上しております。

販売費及び一般管理費は期間費用処理をしております。

税抜方式によっております。

無形固定資産の償却は定額法を採用しております。

退職給付引当金・・従業員の退職給付にそなえるため、当期末における

　　　　　　　　　　　　退職給付債務の見込み額に基づき、当期末において

　　　　　　　　　　　　発生していると認められる額を計上しております。

　期末要支給額を計上しております。


